
(様式１)

事業の名称 特定電気用品の適合性検査

事業の内容 電気用品安全法に基づく適合性検査

事業実施法人の名称 一般財団法人日本品質保証機構

(単位：千円)

前年度 今年度 対前年度比

Ⅰ 経常収益 (1) 事業収益 52,839 61,995 117.3%

経常収益合計 (A) 52,839 61,995 117.3%

Ⅱ 経常費用 (1) 事業費 44,190 40,888 92.5%

給与手当 21,438 15,692 73.2%

退職給付費用 874 604 69.1%

福利厚生費 4,113 2,946 71.6%

旅費交通費 710 547 77.0%

減価償却費 4,821 7,432 154.2%

備品消耗品費 683 728 106.5%

施設費 2,383 2,563 107.5%

研修費 181 228 125.7%

会議費 32 7 23.5%

業務委託費 4,964 5,882 118.5%

公租公課 3,460 4,180 120.8%

調査広報費 187 8 4.2%

その他雑費 343 73 21.3%

(2) 管理費 4,227 5,580 132.0%

経常費用合計 (B) 48,417 46,467 96.0%

当期経常増減額 (A)-(B) 4,422 15,527 351.1%

＜備　考＞

　①利益の実体（事業経営の効率性・経済性）をより忠実に表すため、損益計算の性格を

　　あわせ持つ正味財産増減計算により、算定しています。

　②千円未満を四捨五入しているため、合計及び小計欄に差が生じている場合があります。

　　

検査料等支出明細書

2025年4月1日より2026年3月31日まで

科目


